
Bridge
Singapore
Business
News 2020

EDB 

https://www.edb.gov.sg/ja.html

Oct.-Dec.　



P E O P L E
F O C U S

1 Br idge  S ingapore  Bus iness  News Oct . -Dec .  2020

P
E

O
P

LE
 F

O
C

U
S



2 Br idge  S ingapore  Bus iness  News Oct . -Dec .  2020

P
E

O
P

LE
 F

O
C

U
S



　鹿島は現在、アメリカ、アジア、ヨーロッパ、オセアニアなどに現
地法人を展開しており、鹿島グループ全体の売上高に占める海外
比率は23％を超える（2020年 3月末時点）。特に鹿島が注目して
いるのが経済成長著しい東南アジアだ。オフィス、ホテル、商業施
設を含む複合開発ミレニア・プロジェクトを皮切りに、シンガポー
ルに現地法人カジマ・オーバーシーズ・アジア（KOA）を設立し
たのは 1988 年。現在は東南アジア全体を統括するカジマ・アジ
ア・パシフィック・ホールディングスのもと、建設事業を担う
KOAと不動産開発事業を担うカジマ・デベロップメント（KD）が、
シンガポールを拠点にした東南アジア8カ国において、オフィス、
商業施設、ホテル、生産施設、病院、集合住宅、高級コンドミニアム
といった幅広い分野の建設・開発プロジェクトを展開している。
代表的な例は、シンガポールの大型住宅・商業複合開発プロジェ
クト、The Woodleigh Residences & Mall。600戸を超える分譲
住宅や、延床面積約27,000m2にわたるショッピングモール、コ
ミュニティー・クラブや警察署などで構成される超大型開発プロ
ジェクトだ。この開発プロジェクトはシンガポール・プレス・ホー
ルディングス社（SPH社）との共同事業で、工場で内装まで仕上げ
たコンクリートの箱を現場で組み立てる工法が採用された。KD
と KOA の連携で現場では組立作業が進んでいるが、ここで欠か
せないのが技術革新の推進役を担う技術研究所の存在だ。

シンガポールは、鹿島の東南アジアにおける中核拠点としてよ
り重要性を増しつつある。その主な理由の一つが、シンガポール
の持つ豊富なコラボレーションとテストベッドとしての役割だ。シ
ンガポール政府は、イノベーションによって経済成長を推進して
いくといった戦略のもと、さまざまなコラボレーションの機会を
提供している。特に現地のニーズをとらえるには自社単独では難
しく、パートナーとの協力によって研究開発を行うことが不可欠
となる。鹿島は、2013年に技術研究所シンガポールオフィス
“KaTR IS”（Kaj ima Techn ica l  Research Ins t i tu te  
Singapore）を開設し、現在、シンガポールの大学や研究機関、
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政府機関、民間企業など、さまざまなパートナーとコラボレー
ションしている。
　また、開発力を高めるにはハイレベルな人材の確保が欠かせな
いが、シンガポールは世界人材ランキング2019（IMD発表）でア
ジア第1位を誇っており、研究開発を担う人材を確保しやすいこ
ともシンガポールの魅力の一つだ。さらに、建設という分野でイノ
ベーションを起こすには、アカデミックな世界だけで終わるもの
ではなく、現場での実践・検証が必須になる。シンガポールには、
研究開発によって作られた技術を展開する前に、実際の構造物に
適用して検証する環境“テストベッド”が整っている。
　この研究開発機能をより強めていこうというプロジェクトが、
“The GEAR”（Kaj ima Lab for Global Engineer ing, 
Architecture & Real Estate）だ。

　鹿島は、2020年8月にアジア太平洋地域における事業統括と、技
術革新を推進するイノベーションセンターという役割を担う新たな
開発拠点として、シンガポールにThe GEARを建設することを発表
した。The GEARでは1億シンガポールドル（約77億円）を投じ、シ
ンガポールチャンギ・ビジネスパークに建設される延床面積
13,087m2の広大なビジネス・R＆D施設で、建設・設計・不動産事
業の多岐にわたる分野でロボティクスやデジタル化などの研究開発
を行う計画だ。2023年に完成予定で、シンガポールの各機関とのコ
ラボによってオープンイノベーションが加速されることが期待され
る。その先 をつけたのがシンガポールの商業・工業開発を担う
JTCとのパートナーシップだ。両者は、設計と建設、運用と保守など
建物のバリューチェーン全体の領域で、施工能力の強化や、自動化、
デジタル化、エネルギー最適化、持続可能性、居住者の健康改善に
関する革新的なソリューションの創出を目的に、さまざまな分野に
おいて共同研究とテストベッドを計画している。JTCとのコラボレー
ションの一例として、南洋理工大学（NTU）や現地の企業である
Mega Plus Technology Pte. Ltd.などとともに建設ロボットを開
発し、建設プロセスの自動化を果たしていく。さらにJTCは、NTUか
らスピンオフしたロボティクス企業Transforma Roboticsを鹿島
に紹介し、JTCと共同開発した塗装および検査ロボットを鹿島の建
設ロボットと連携させ、自動化をさらに推進する。

建設の分野で自動化とあわせて重要性を増しつつある分野が
省エネだ。シンガポール国立大学（NUS）は、デザイン環境学部の
ビル“SDE4”でシンガポール初のネットゼロエネルギービル（Net 
ZEB）を目指していたが、KaTRISがZEBスペシャリストとしてプロ
ジェクトに参画し、Net ZEB実現をサポートした。シンガポールは
室温の設定が日本よりも低く、冷房のエネルギー消費量は大きい。
このプロジェクトでは、数多くの被験者が室温を27℃に保ったま
ま快適性を保つという実験に参加している。最小限の空調と冷気
を循環させるシーリングファンを組み合わせて、気流を用いて快
適性を保つといったハイブリッド空調システムが採用され、ネット
ゼロエネルギーでありながら暑さを感じない快適な環境を実現し
ている。また、これを機に、NUSとKaTRISは共同研究のMOUを
結び、省エネと人間中心の設計に焦点を当て、ハイブリッド空調な
どの空調方式、環境シミュレーションや熱的快適性・健康性評価
など、これからの時代のサスティナブルな建物の実現に向けて取
り組んでいる。

　The GEARの完成によって、今後さらに鹿島のシンガポールに
おけるイノベーション推進に期待が集まる。JTCやNUS、NTU、さ
らには現地の企業、スタートアップなどとも共同開発を進め、未来
の建設・設計・不動産事業を支えるイノベーションを推進していく
計画だ。また、そこで生み出されたソリューションを、シンガポール
を基点に周辺諸国へ展開していくことも期待される。先進的な取
組みが広がることで、新たな雇用が生まれ、より環境性の高い建
物が実現していく。「進取の精神」で時代を切り開いてきた鹿島の
技術力とシンガポールの開かれた環境が、未来の建設を実現しグ
ローバルに広げていく。
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1 化学品専門商社の長瀬産業は東南アジア、オセアニア、中東地域でのニーズに応えるため、食品素材を扱う海
外で2カ所目のリージョナル・イノベーション・センターをシンガポールに開設した。主なターゲット顧客はパ
ン、菓子、乳製品、加工食品、麺類などの食品飲料メーカー。同センターはプレゼンテーション開催、アプリケー
ション開発、および各国の食文化と味付けを取り入れたレシピ提案を行う予定で、当面はスポーツニュートリ
ション分野に焦点を当てる。

2 ノル・ホールディングス・シンガポール（Noroo Holdings Singapore）が開設したグローバル・アグリカル
チャー・ソリューション・ハブの食品ソリューション事業は、EU認定食品を始めとする入手困難な食品を世界中
からアジアへ提供する。同社は、法人化から1年足らずで収益が100万SGD（約7,800万円）を超えた。同ハブ
はアグリテック部門も備えており、東南アジアの農家は、作物を守るための肥料や化学薬品の使用を低減でき
るノルの種子をより容易に入手できるようになる。同社は屋内垂直農場、植物由来プロテイン分野などほかの
イノベーション領域への参入にも意欲を見せている。

4 キャピタランド（CapitaLand）と産業パートナー30社はシンガポール内外でスマートシティ・ソリューション
の開発と展開を迅速化するため、東南アジア初の産業主導型ラボとなるSmart Urban Co- Innovation 
Labに最大1,000万SGD（約7億7,800万円）を投じる。同ラボのねらいは、実開発や試験台センターを提供す
ることに加え、国内のテクノロジー・スタートアップ企業や世界的大企業などの多様な企業がスマートシティ向
けソリューションを共同開発するためのプラットフォームを提供することである。同ラボは提案募集とワーク
ショップを開始し、また、概念実証と展開を促進する予定。

3 シンガポールにおける先進製造とイノベーションの中心地であるジュロンイノベーション地区（JID）はこの1年
で4億2,000万SGD（約327億円）の新規投資を受け、新たに次の6施設を迎えた。（i）先進製造業訓練アカデ
ミー（Advanced Manufacturing Training Academy：AMTA）：シンガポールの製造業就業者に対する
継続的なトレーニング、スキルアップ、再教育を寄与する複数の官庁から成る施設、（ii）DMG森精機：DMG森
精機の工作機械、システム、ソフトウェア、付加製造装置の技術支援センター、（iii）ファナック：ロボット装置
の保守・修理およびCNC／ロボット技術展示センター、（iv）現代（Hyundai）オープン・イノベーション・ラボ：
世界的な自動車メーカーである同社による新たな製造モデルを試験的に運用し、自動車の新技術開発（電気
自動車製造など）をする施設、（v）コニカミノルタ地域本社、（vi）マキノ：3Dプリンティングによる試作、コンサ
ルティングサービス、および3Dプリンティング技術訓練のためのセンター・オブ・エクセレンス。
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5 IGPIシンガポールとKKファンドは、大企業のコーポレートトランスフォーメーション（CX）に関するIGPIのノウ
ハウとKKファンドのスタートアップ支援のノウハウを融合させることにより、東南アジアでの新規事業の創出
を支援する。個別のプロジェクトを支援するほか、大企業が東南アジアのスタートアップ企業や複合企業と共
同で新規事業を創出するためのプラットフォームとしてSEA Pointプログラムを開始する。

6 環境面で持続可能な形でデジタル経済のニーズを満たすため、政府系複合企業のケッペル傘下のKeppel Data 
Centresと三菱重工アジアパシフィックは、水素燃料を用いたトリジェネレーションプラントでデータセンターの
電力をまかなうことを目指す覚書を交わした。同プラント向けにカーボンニュートラルな水蒸気メタン改質プロセ
スを使って水素燃料を生産することについても研究する予定。

7 シンガポール政府が2030年までに食料自給率30%を達成するために設けられた助成金「30x30  
Express」は、国内の食料の生産促進を目的として9つの都市型農場に計3,940万SGD（約30億6,500万
円）を支給した。同助成金は温室の増設、テクノロジーとオートメーションの活用によるマンパワー削減、都市
型農場へのAI導入などのプロジェクトに使われる。

9 エンタープライズ・シンガポール（ESG）とシンガポール経済開発庁（EDB）は、シンガポールが国際的な炭素
サービスのハブとして発展できるか調査の入札を募った。調査目的は、世界の炭素サービス市場の成長から生
じる経済的機会を識別、評価、および定量化し、シンガポールに最も関連性の高い分野を特定すること。

8 Keppel Data Centres、英Chevron、Pan-United、およびSurbana Jurongは、二酸化炭素回収・活用・
隔離（CCUS）システムを開発することで合意した。4社は大学、国際機関をはじめとするほかの研究パート
ナーと協力して取り組む予定。CCUS技術が商用化されれば、2050年までに二酸化炭素排出量をピーク時の
2030年から半減させ、今世紀後半にできるだけ早く排出を実質ゼロにするというシンガポールの気候変動に
関する目標の達成に寄与するものと期待される。
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